
ご意見に対する市の考え方

1 P16

（防災訓練の実施）

水害等の各災害に対して「訓練」が幾度も記載されている。「訓練そのものをどのように

行うか」という「訓練視点でまとめたもの」も必要かと思う。

例を上げれば、居住地区である川北区では住民から防災訓練の必要性について意見は上

がっているものの、具体的な実施には至っていない現状である。

実際どのように訓練を行えば良いかという具体的なプロセスも要る。

本計画は、国土強靭化を推進する上での目標を明確化したものでございます。計画策定にあたって

は、リスクシナリオを設定し、脆弱性の評価を行ったうえで、市の推進方針を定めております。

ご指摘いただきましたご意見は、個別の事業に関するものであり、本計画への記載は見送らせてい

ただきます。しかしながら、ご指摘のとおり、本市としましても訓練を実施する上で具体的な訓練

想定や訓練計画は必要ですので、本計画の推進にあたり、各部署や関係機関と連携を図りつつ、各

種訓練の実施に努めてまいります。

2 P3

第1章「計画の基本的な考え方」の「大規模自然災害」、「あらゆる自然災害」、「大規模

災害」は、それぞれ捉え方が違うが、荒尾市国土強靭化地域計画では何を指すのか？

「大規模自然災害」、「あらゆる自然災害」、「大規模災害」の定義については以下のとおりにな

ります。

〇大規模災害とは

・広義の災害、自然現象と人間活動に起因する「事故」などを含む

例：大規模な火災、爆発事故、航空機・列車の衝突事故、放射性物質の漏洩など

〇大規模自然災害とは

・狭義の災害

例：暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火など

〇あらゆる自然災害

・規模に関わらない自然災害

3 P3

3　強靭化を推進する上での基本的な方針

➃「大規模災害に備え」は「大規模自然災害に備え」ではないか。

ご指摘のとおり「大規模災害に備え」から「大規模自然災害に備え」に修正いたします。

4 P10

「布田川・日奈久断層帯（中部・南西部）の連携型」、「万年山・崩平山断層帯」、「人

吉盆地南縁断層帯」、「出水断層帯」、「雲仙断層群（南東部）」、「南海トラフ」以外

に、地震本部資料（福岡県・佐賀県）に基づき、福岡県の「水縄断層帯」と佐賀県の「佐

賀平野北縁断層帯」についても同等の震度が想定され被害が予測されるため、これらの断

層帯での地震発生時の想定も計画に取り入れる。

本計画では、あらゆる自然災害の被害を対象としており、想定される災害の一例として「熊本県地

震・津波想定調査結果（平成25年２月）」を掲載しています。よって、ご指摘の福岡県「水縄断層

帯」、佐賀県「佐賀平野北縁断層帯」や、それ以外の地震の被害想定等も、本計画に織り込まれて

いることから、本計画への記載は見送らせていただきます。ご指摘いただきましたご意見は、貴重

なご意見として、今後の参考とさせていただき、計画の推進に努めて参ります。

「荒尾市国土強靭化地域計画（案）」に対するパブリックコメントの結果

【実施期間】令和8年5月1日～令和8年6月1日

【実施場所】荒尾市役所庁舎内：（1階）総合案内　（2階）情報公開コーナー　（教育棟3階）防災安全課、

　　　　　　荒尾市役所庁舎外：市民サービスセンター　　メディア交流館　　小岱工芸館　　みどり蒼生館　　万田炭鉱館　　荒尾総合文化センター

　　　　　　　　　　　　　　　中央公民館　　荒尾市ホームページ

【実施結果】いただいたご意見：20件

※ご意見などにつきましてはとりまとめの便宜上、適宜要約させていただいております。

ご意見の内容



ご意見に対する市の考え方ご意見の内容

5 P12

密集市街地等の定義とは、具体的に市街地1Ｋ㎡に建物の棟数や建物面積の占める割合など

示されているのか。

密集市街地とは、建物が密集し道路や公園などの公共施設が不足しているため、災害時に火災や地

震の被害が拡大しやすい市街地のことです。密集市街地は、「密集市街地における防災街区の整備

の促進に関する法律（密集法）」に基づき、以下の条件で定義されます。地域や市街地の地籍に対

して建物の占める割合により定義しているものではございません。

・老朽化した木造建築物が密集している。

・道路、公園などの公共施設が十分に整備されていない。

・火災や地震発生時に延焼防止や避難のための特定防災機能が確保されていない市街地であるこ

と。

6 P12

脆弱性の評価において、起きてはならない最悪の事態に備え、人工呼吸器や胃ろう等の医

療的ケアを必要とする人、その家族、そして支援者への支援が必要となる。

ご指摘いただきましたご意見の内容については、本文「救助・救急、医療活動が迅速に行われると

ともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ」（2-

2、2-3、2-4）の内容に含まれていると考えられますので、本計画への記載は見送らせていただき

ます。

7

P16

～

P49

強靭化の推進方針についての追記や修正のご意見など

・地震防災マップを作成し住民に、住宅の耐震化を推進

・ソーラーパネル設置時の基礎部分の裸地対策の推進

・賃貸住宅（市・県営含む）家具転倒防止金具取付部の現状回復義務の免除について

・外国人に対する情報提供の配慮

・市庁舎での防災訓練及び可視化型・体験型訓練の実施や市全職員防災士取得について

・超急性期での地域住民（自主防・防災士）による救助・救急活動の強化

・生活用水として使用可能な井戸をハザードマップに記載する

・マンションにおける階下への漏水や排水管破損による漏水対策

・市民の備蓄品に薬を追加及び薬のローリングストック

・補助犬の同伴避難生活の住民への理解と周知

・近隣住民との地区防災計画の策定

・定時ラジオ体操・清掃の実施

・避難所に障がい者対応人員の配置

・避難所・トイレの定時清掃の実施

・庁舎内事務機器・書棚・机等転倒移動防止処置の実施について

・油・有害物質等の河川、及び海域への流出・回収対策

・アスベスト建材建屋について、荒尾市社会福祉協議会とも情報共有する

・災害ボランティアへの安全対策のため

・火山灰降灰対策のため、防塵マスクの備蓄や送配電網、碍子の絶縁低下対策について

・GISを活用したプッシュ型罹災証明業務の推進

・避難所・自宅避難・車中泊等のトイレし尿の回収業務の確立

・独居高齢者のコミュニティーで見守る体制つくり

本計画は、国土強靭化を推進するうえでの目標を明確化したものであり、計画の策定にあたって

は、リスクシナリオを設定したうえで、脆弱性の評価を行い、それに対する市の推進方針を設定い

たしました。

ご指摘いただきましたご意見は、市の推進方針に対する個別の事業に関する部分となりますので、

本計画への記載は見送らせていただきますが、先進的な内容等も多く含まれているため、貴重なご

意見として、今後の参考とさせていただき、計画の推進に努めて参ります。



ご意見に対する市の考え方ご意見の内容

8 P18

（災害対応業務の標準化・共有化）

本文「熊本地震及び令和2年7月豪雨の　訓や訓練等の結果を踏まえ～」は「熊本地震及び

令和2年7月豪雨の教訓や訓練等～」ではないか。

ご指摘のとおり、脱字となっていますので、修正いたします。

9 P21

（迅速な避難のための体制の整備等）

災害リスクの周知を図り、低い安全な土地利用の検討を促す意味は下記2点のうちどちらが

正しいのか。

「災害リスクの周知を図り、高い安全な土地利用の検討を促す」

「災害リスクの周知を図り、安全なリスクの低い土地利用の検討を促す」

「災害リスクの周知を図り、安全なリスクの低い土地利用の検討を促す」の要旨で記載しておりま

す。ご指摘のとおり要旨が伝わりにくいため、以下のとおり本文を修正いたします。

追記・修正後）「災害リスクの周知を図り、リスクの低い安全な土地利用の検討を促す」

10 P22

（浸水被害の防止に向けた河川整備等）

浸水被害防止のため、関川洪水防止に向けて荒尾市・南関町・大牟田市・熊本県・福岡県

の五自治体が連携して流域治水を推進する。

関川を含む二級河川については、すでに福岡県、熊本県のそれぞれが主催する流域治水協議会に加

入し、流域治水の推進を図っております。

今後においても近隣自治体との関川洪水防止事業についてはより一層の連携が必要と考えておりま

すので、貴重なご意見として参考とさせていただきます。

11 P22

（浸水被害の防止に向けた河川整備等）

河川整備だけでなく、山林の針葉、広葉樹混合林の育成等の地下浸透による河川洪水防止

対策を推進する。

ご指摘いただきましたご意見は、本計画4-6「農地・森林や生態系等の被害に伴う市土の荒廃・多

面的機能の低下」の内容に含まれていると考えられますので、本計画への記載は見送らせていただ

きます。

12 P23

（防災情報等の迅速かつ的確な周知・伝達）

防災情報等を迅速かつ的確に周知・伝達するために、住民の情報取得に漏れがないか確認

し、フィードバック機能を備えたシステムの検討が必要である。

本計画は、国土強靭化を推進する上での目標を明確化したものでございます。計画策定にあたって

は、リスクシナリオを設定し、脆弱性の評価を行ったうえで、市の推進方針を定めております。

本市では令和2年3月に荒尾市防災情報伝達システムを導入しており防災スピーカーや防災アプリ、

LINEで情報発信するだけでなく、株式会社有明ねっとこむ様と協定締結し、ラジオ放送を活用して

災害時に情報発信するなど住民の情報取得に漏れがないように情報発信手段を充実させておりま

す。

本計画への記載は見送らせていただきますが、ご指摘いただきましたご意見は、貴重なご意見とし

て、今後の参考とさせていただき、計画の推進に努めて参ります。

13 P23

（農業用ため池等の維持管理・更新）

緊急連絡網やため池ハザードマップの作成・整備を継続して行い、災害時の点検者の安全

確保のため、ため池に水位センサーを設置する

本計画は、国土強靭化を推進する上での目標を明確化したものでございます。計画策定にあたって

は、リスクシナリオを設定し、脆弱性の評価を行ったうえで、市の推進方針を定めております。

本市では、越水の際に住家被害が発生する恐れのある荒尾市内の主要なため池３か所（池黒池、

龍ヶ峰池、赤田池）に水位センサーを設置済みのため、本計画への記載は見送らせていただきま

す。ただし、本計画への記載は見送らせていただきますが、ご指摘いただきましたご意見は、貴重

なご意見として今後の参考とさせていただき、点検者や近隣住民の安全確保のため、ため池ハザー

ドマップ等にて、越水氾濫の危険性について今後も周知・啓発に務めて参ります。



ご意見に対する市の考え方ご意見の内容

14 P31

（避難所環境の充実）

避難所での劣悪な避難生活環境による関連死被害を防ぐため、避難訓練時や災害時の避難

所での「避難生活支援サポーター/リーダー研修者」の活用を図る。

災害時の劣悪な避難所生活環境における避難者の体調の悪化や関連死被害を防ぐために、専門的知

識を有する人材の育成・活用が重要と考えられます。現在、本市では近隣自治体と共同で防災士養

成講座を開催し、防災士の養成に務めておりますが、ご意見いただきましたとおり、避難所生活が

長期化したときのための避難生活環境改善の知識を有した人材が防災士のみならず必要であると考

えられますので、以下のとおり本文（6-2）に修正・追記させていただきます。

追記・修正後）大規模災害時、円滑な災害対応ができるよう、避難所運営の協力や応急教育などの

専門的知識を有する人材（防災士、避難生活支援サポーター/リーダーなど）を育成する。

15 P31

（家庭や事業所における備蓄の促進）

事業者と住民との地区防災計画を策定し、高齢者施設・特別支援学校等との計画つくりを

推進する。

大規模災害発生に備え、地域住民が「自分達の命を守る」ため、地区の特性や想定される災害に応

じて地区防災計画を策定することが重要と考えており、本市では令和元年度より地区ごとの地区防

災計画策定を推進しております。地区防災計画の策定状況としましては、約７割の地区において策

定済みとなっておりますが、ご意見いただきましたとおり、地域防災力向上のために、今後は地区

だけでなく事業所や高齢者施設等における防災計画策定の推進も必要と考えられますので、以下の

とおり本文（6-7）に修正・追記させていただきます。

追記・修正後）市と地域の間で情報を共有し、適切な災害対応が行われるよう、市と自主防災組織

との連携強化や地区協議会等の活動の強化、地域防災リーダーの育成などの充実を図る。特に自主

防災組織による地区防災計画の策定を支援し地域防災力の向上を推進する。また、事業所や高齢者

施設等の防災計画策定も併せて推進する。

16 P33

（避難所運営体制の構築）

避難所の被災や大量の避難者発生等による避難場所が不足した場合のための対策を以下の

とおり計画に盛り込む。

・事業者ビル・寺院・神社・教会等協定を結び避難所として追加する。

・事業者などの駐車場等を、車中泊駐車場として活用。

・マンション集会室を近隣住民の避難所として活用。

・近隣自治体への広域避難の検討。

ご意見いただきましたとおり、大規模災害において、市の指定避難所だけでは大量の避難者対応が

難しいことが想定されますので、本市としましても市内の宿泊施設などを含めた民間事業所等に協

力いただける体制を構築しておくことが重要と考えております。現在、本市でも民間事業所との災

害時の一時的避難場所や移動式宿泊施設等の提供についての協定を締結しておりますが、さらに避

難場所・避難所不足対策の取り組みを拡大する必要があると考えられますので、以下のとおり本文

に修正・追記させていただきます。

追記・修正後）市内の宿泊施設などを含めた民間事業者等との協定締結を推進し、避難者の受け入

体制の整備を進める。

17 P33

（避難所運営体制の構築）

要配慮者対応のため、各指定避難所に専門職の人員を配置する。

本計画は、国土強靭化を推進する上での目標を明確化したものでございます。計画策定にあたって

は、リスクシナリオを設定し、脆弱性の評価を行ったうえで、市の推進方針を定めております。

本市では、要配慮者対応の充実を図るため、福祉避難所として、新たに４か所の事業所と協定を締

結し、令和８年５月時点で協定締結事業所は計８か所となっております。今後も福祉避難所となっ

ている事業所とも連携し、訓練等の実施を予定しており要配慮者対応の充実を図っていきます。い

ただきましたご意見は本計画への記載は見送らせていただきますが、貴重なご意見として、今後の

参考とさせていただき、計画の推進に努めて参ります。



ご意見に対する市の考え方ご意見の内容

18 P39

（応急給水体制の整備）

異常渇水等による用水供給停止に伴う、市民の日常生活への影響を最小限に防ぐため、上

水停止から3日まで事業所やマンションの給水タンクの活用の推進を図る。

現在、本市でも民間事業所と連携体制を構築するため、毎年荒尾市総合防災訓練を実施しておりま

すが、ご意見いただきましたとおり、異常渇水時の市民の日常生活への影響を最小限に防ぐため、

応急給水体制の整備には庁内担当部署だけでなく民間事業所との更なる連携体制の構築が必要であ

ると考えられますので、以下のとおり本文に修正・追記させていただきます。

追記・修正後）平時から担当部署や事業所との連絡体制の確認、災害時に応援可能な資機材の情報

共有に取り組む。

19 P46

（事前復興まちづくり計画策定の推進）

事前復興まちづくり計画策定をする上で、「より良い復興」（Build Back Better）の考え

を取り入れる。

本計画は、国土強靭化を推進する上での目標を明確化したものでございます。計画策定にあたって

は、リスクシナリオを設定し、脆弱性の評価を行ったうえで、市の推進方針を定めております。

本文は事前復興まちづくり計画の策定を推進する旨の記載であり、事前復興まちづくり計画の詳細

内容については本計画での記載は見送らせていただきます。

20 P52

重要業績指標（ＫＰＩ）について

計画推進の取り組み（事業等）および進捗管理において、地区防災計画の策定率が記載さ

れているが、これはあくまで自主防災組織の組織数を分母とした実績数および目標率であ

り、地区防災計画は事業者や地区の規模にとらわれず、幅広く策定・推進されるべきであ

る。

本計画では地域防災力向上を目的に行政区数を基準で地区防災計画の目標策定率をさだめており、

それを重要業績指標として設定しております。つきましては、いただきましたご意見は本計画への

記載は見送らせていただきますが、貴重なご意見として、今後の参考とさせていただき、計画の推

進に努めて参ります。


